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アジア経済法令ニュース No.19-03 

 添付法令資料 1： モロッコのTensift 貯水池管理局に関する2000年11月14日付 

  政令第 2-00-479 号（目次） 

 添付法令資料 2： 韓国産業融合促進法（目次） 

 添付法令資料 3： 中国自動車産業投資管理規定（目次） 

 添付法令資料 4： 住民登録及び民事登録の要件及び手続に関する2018年10月16日付 

  インドネシア共和国大統領規則 No.96（目次） 

 添付法令資料 5： 各貿易防衛措置に関する若干の内容の細則を定めるベトナム 

  商工省の通知（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2019 年 1 月 18 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 肥料を登録した件（農林水産省告示第 95 号） 

19.01.15 公布 

2 円借款の供与に関する日本国政府とコートジボワール共和国政府との間の書

簡の交換に関する件（外務省告示第 8 号） 

19.01.16 公布 

3 所得に対する租税に関する二重課税の回避及び脱税の防止のための日本国政

府とインド共和国政府との間の条約に関する書簡の交換に関する件（外務省告

示第 9 号） 

19.01.16 公布 

4 ギニアビサウ共和国におけるギニアビサウ選挙支援計画のための贈与に関す

る日本国政府と国際連合開発計画との間の書簡の交換に関する件（外務省告示

第 10 号） 

19.01.16 公布 

5 ギニアビサウ共和国内の社会的弱者に対する食糧援助に関する日本国政府と

世界食糧計画との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 11 号） 

19.01.16 公布 

6 自動車の型式を指定した件（国土交通省告示第 29 号ないし第 52 号） 

19.01.16 公布 

7 民事又は商事に関する裁判上及び裁判外の文書の外国における送達及び告知

に関する条約の第二十一条第二項の規定に基づく日本国政府の通告に関する

件（外務省告示第 12 号） 

19.01.17 公布／18.12.21 発効 

8 円借款の供与に関する日本国政府とインド政府との間の三の書簡の交換に関

する件（外務省告示第 13 号） 

19.01.17 公布 
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9 バングラデシュ人民共和国におけるバングラデシュ小規模農家への生計向上

支援及びミャンマーからの避難民への食糧支援計画に関する日本国政府と世

界食糧計画との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 14 号） 

19.01.17 公布 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 3 ロシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 5 韓国 

1 干潟及びその周辺地域の持続可能な管理及び復元に関する法律 

19.01.15 公布 法律第 16276 号／20.01.16 施行 

2 非常事態等に備えるための海運及び港湾機能維持に関する法律 

19.01.15 公布 法律第 16279 号／20.01.16 施行 

3 産業安全保健法全部改正法 

19.01.15 公布 法律第 16272 号／20.01.16 施行 

4 外国人勤労者の雇用等に関する法律一部改正法 

19.01.15 公布 法律第 16274 号／19.07.16 施行 

5 インターネット専門銀行設立及び運営に関する特例法施行令 

19.01.15 公布 大統領令第 29494 号／19.01.17 施行 

6 資本市場及び金融投資業に関する法律施行令一部改正令 

19.01.15 公布 大統領令第 29495 号／同日施行 

7 在外国民保護のための領事助力法 

19.01.15 公布 法律第 16221 号／21.01.16 施行 

8 特定金融取引情報の報告及び利用等に関する法律一部改正法 
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19.01.15 公布 法律第 16293 号／19.07.01 施行 

 

第 6 台湾 

1 修正自由貿易港區設置管理條例條文 

19.01.16 公布 総統府 華總一經字第 10800004521 號 

2 修正金融控股公司法條文 

19.01.16 公布 総統府 華總一經字第 10800002761 號 

3 修正保險法條文 

19.01.16 公布 総統府 華總一經字第 10800002751 號 

4 修正期貨交易法條文 

19.01.16 公布 総統府 華總一經字第 10800002771 號 

5 修正國際機場園區發展條例條文 

19.01.16 公布 総統府 華總一經字第 10800004511 號 

6 將毒性化學物質管理法名稱修正為毒性及關注化學物質管理法並修正條文 

19.01.16 公布 総統府 華總一義字第 10800005221 號／一部を除き、

20.01.16 施行 

 

第 7 シンガポール 

1 LIQUOR CONTROL (SUPPLY AND CONSUMPTION) (EXEMPTION 

FROM LIQUOR LICENCE) (AMENDMENT) ORDER 2019 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 17 

January 2019 and comes into operation on 18 January 2019;No.S40/2019 

 

第 8 タイ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 
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第 12 モンゴル 

1 モンゴル国とポーランド共和国との間において 2018 年 1 月 24 日に締結され

た社会保障に関する協定の批准に関する 2018 年 10 月 26 日付モンゴル国法律 

2 アルコール又は麻薬中毒者を行政手続により強制治療することに関する

2018 年 11 月 15 日付モンゴル国法律（新版） 

19.01.01 施行 

3 アルコール依存症との闘争に関する法律への変更の導入に関する 2018 年 11

月 15 日付法律 

上記 2 の法律の施行日から施行 

4 裁判所の判決の執行に関する法律への変更の導入に関する 2018 年 11 月 15

日付モンゴル国法律 

上記 2 の法律の施行日から施行 

5 アルコール又は麻薬中毒病者を行政手続により強制治療し、又は強制労働さ

せることに関する 2000 年 1 月 28 日付モンゴル国法律の失効の認定に関する

2018 年 11 月 15 日付モンゴル国法律 

上記 2 の法律の施行日から施行 

6 行政通則法及び行政事件の裁判所における審理に関する法律のいくつかの条

項が憲法の関連する条項に違反するか否かの論争の判定に関する 2018年 11月

21 日付モンゴル国憲法裁判所の結論 No.15 

7 モンゴル国とトルコ共和国との間において 2018 年 3 月 7 日に締結された社

会保障に関する協定の批准に関する 2018 年 11 月 15 日付モンゴル国法律 

 

第 13 カザフスタン 

1 国内標準化機関の確定に関するカザフスタン共和国政府決定 

2018 年 12 月 25 日付 No.885／2019 年 4 月 1 日から施行 

2 2019 年における休日の振替に関するカザフスタン共和国政府決定 

2018 年 12 月 26 日付 No.888／公布の日から 10 暦日経過後に施行 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 医療活動のライセンシング手続に係る規程への変更の導入に関するウズベキ

スタン共和国内閣決定 

2019 年 1 月 10 日付 No.15／同日施行 

2 ソフトウェア製品及び情報技術テクノパークの設置に係る措置に関するウズ

ベキスタン共和国内閣決定 

2019 年 1 月 10 日付 No.17／同月 11 日施行 

3 法人による国内通貨建て法人銀行カードの利用手続に係る規程への変更の導

入に関するウズベキスタン共和国中央銀行理事会の決定 

2018 年 12 月 15 日付 No.39/22 2019 年 1 月 10 日法務省登録 No.1470-3

／同月 11 日施行 

4 ウズベキスタン共和国大統領附属国家プロジェクト管理局の活動の更なる改

善に係る措置に関するウズベキスタン共和国大統領令 
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2019 年 1 月 10 日付 No.UP-5624／同月 11 日施行 

5 ウズベキスタン共和国経済産業省の活動の組織化に関するウズベキスタン共

和国大統領決定 

2019 年 1 月 10 日付 No.PP-4105／同月 11 日施行 

6 ウズベキスタン共和国国有資産管理局の活動の組織化に関するウズベキスタ

ン共和国大統領決定 

2019 年 1 月 14 日付 No.PP-4112／同月 15 日施行 

7 裁判所における国家手数料の徴収メカニズムの改善に関連するウズベキスタ

ン共和国税法典への変更及び追加の導入に関するウズベキスタン共和国法律 

2019 年 1 月 9 日付 No.ZRU-513／同月 10 日施行 

8 公共秩序の保障メカニズムの改善に向けられたいくつかのウズベキスタン共

和国法令への変更及び追加の導入に関するウズベキスタン共和国法律 

2019 年 1 月 9 日付 No.ZRU-514／一部を除き、同月 10 日から施行 

9 被害者、証人及び刑事手続のその他の参加者の保護に関するウズベキスタン

共和国法律 

2019 年 1 月 14 日付 No.ZRU-515／同年 7 月 16 日から施行 

10 経済開発分野における国家政策の実行システムの根本的な改善に係る措置に

関するウズベキスタン共和国大統領令 

2019 年 1 月 10 日付 No.UP-5621／同月 11 日施行 

11 都市化プロセスの抜本的な改善に係る措置に関するウズベキスタン共和国大

統領令 

2019 年 1 月 10 日付 No.UP-5623／同月 13 日施行 

12 国有資産の管理、反独占規制制度及び資本市場の抜本的な改善に係る措置に

関するウズベキスタン共和国大統領令 

2019 年 1 月 14 日付 No.UP-5630／同月 15 日から施行 

 

第 15 トルコ 

1 特定の製品の輸入における関税率の適用に係る決定の施行に関する大統領決

定 

2019 年 1 月 15 日付 No.650 同月 16 日官報 No.30657／同日施行 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 17 ミャンマー 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 18 添付法令資料 

   1 モロッコの Tensift 貯水池管理局に関する 2000 年 11 月 14 日付政令第
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2-00-479 号（目次） 

   2 韓国産業融合促進法（目次） 

   3 中国自動車産業投資管理規定（目次） 

   4 住民登録及び民事登録の要件及び手続に関する 2018 年 10 月 16 日付インド

ネシア共和国大統領規則 No.96（目次） 

   5 各貿易防衛措置に関する若干の内容の細則を定めるベトナム商工省の通知

（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

萩野 敦司  弁護士：韓国・越南・タイ・ミャンマー・ラオス・カンボジア・モン

ゴル・インドネシア法令担当 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 
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千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 

北中 佳恵  弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

伏原 宏太  シニアコンサルタント：越南法令担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

廣川 梓   パラリーガル：韓国・インドネシア・モンゴル・越南法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


